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１. はじめに 

1.1 まえがき 

2015 年に開催の COP21（国連気候変動枠組条約第 21 回締

約国会議）で採択された「パリ協定」が 2016 年 11 月に正

式発効となった。この協定では，「世界の平均気温上昇を 2
度未満に抑える（1.5 度に抑えることが，リスク削減に大き

く貢献することにも言及）」に向けて，世界全体で今世紀後

半には人間活動による温室効果ガス排出量を実質的にゼロ

にしていく方向が打ち出された。この地球温暖化対策では，

自動車の排出ガス削減や，産業・家電・情報機器のエネル

ギー消費の低減，および，高効率化が求められている。上

記用途のエネルギー消費において，電動機は非常に重要な

位置付けとなっており，自動車では各種電動アクチュエー

タによる低燃費化や，電動駆動車の普及拡大，産業・家電

ほかではエアコンを筆頭に省エネ競争，のための技術開発

が活発となっている。 
用途指向形モータ（Application-Specific Electric Motors：

ASEM）は，「モータの構造や機構そのものを変えて，機械

あるいは機構の要求性能を実現させるいわば“ハード”的

なアプローチの考え方に基づいたモータ」と定義されてい

る(1)。当初は，誘導モータを用いた電動機一体型ピストンポ

ンプや表面磁石形同期モータ（SPMSM）を用いた HDD 用

モータなど，産業機器や家電用途を対象に開発が行われた。

現在では，埋込磁石形同期モータ（IPMSM）に代表される

リラクタンストルク応用電動機を主に，ルームエアコンな

ど白物家電の駆動用モータや電気自動車，ハイブリッド車

への適用拡大が進んでおり、上述した地球温暖化対策の有

効な手段となっている。 
 

 

図 1.1 に用途指向形モータが成長を遂げた 1990 年代から

今日までの関係する社会動向や製品と技術キーワードを示

す。現在もこれらの用途指向形モータは，性能改善を継続

して検討されているが，これらの進化の源泉は永久磁石材

料の性能向上をはじめとする周辺技術の進歩なども関係が

深い。永久磁石の磁束を有効に活用し，高い制御性を兼ね 

備えたリラクタンストルク応用電動機が提案され，およそ

20 年の期間で産業界のほとんどの用途指向形モータが，そ

の代表格の IPMSM に置き換わったといっても過言ではな

い。電気学会の調査専門委員会では，1994 年から 2012 年の

間，リラクタンストルク応用電動機と用途指向形をキーワ

ードとする技術調査を行った。技術報告にはこれらの技術

開発の変遷と詳細内容がまとめられている(2)～(9)。さらに

2012 年からは，歴代委員会の活動を受けて，次世代のモー

タ像を模索調査することを目的に，「用途指向形次世代モ

ータ調査専門委員会」が設置された。2 年間の活動の中では，

2010 年に発生したレアアース供給リスクへの迅速な対応

や，さらなる駆動範囲拡大のための可変磁束など新たな技

術開発のアプローチが出てきていることが確認できた(10)。 
 

1.2 用途指向形次世代モータの進化 

用途を限定することなく使用できる汎用モータに替わっ

て，種々の用途向けに用途指向形モータが進化してきた理

由にはいくつかの訴求ポイントが考えられる。モータの基

本機能は駆動源としての電気・機械動力変換であり，小形

と高効率が求められる。それに加えて大量生産が前提であ

るので低コストであることが必須である。用途指向形モー

タは，主にはこの３つの目的を達成することを狙って，周

辺の技術や材料を巻き込みながらさまざまな進化を遂げ

た。量産品として用途指向形モータの進化を牽引してきた

用途に家電品，特にエアコン用圧縮機モータが挙げられる。 
 

 2010 2020 (年)20001990

社会動向

自動車（HEV/EV）

(鉄道用モータ) IM → RPM(IPM)

(風力発電) 希土類IPM

支援
要素技術

モータ研究

▲改正省エネ法施行 ▲レアアース
高騰

主な製品
家電（ｴｱｺﾝ） IM ﾌｪﾗｲﾄSPM 希土類IPM

Prius(’97) Prius(’03) Prius(’09) LEAF(’10) Prius(’14)

大容量化

▲省エネ法
（産業ﾓｰﾀﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制施行）▲希土類磁石

高性能化・低コスト化

▲エコカー普及

▲東日本大震災
▲エコポイント制度

▲
(米)EP-Act

産業/
家電

省レアアース低コスト・高効率・低騒音用途指向形

自動車 省レアアース，可変磁束，三次元化高出力密度

産業 (ACｻｰﾎﾞ)希土類SPM → IPM

▲COP21（パリ協定）
▲COP3（京都議定書）

解析/
評価

製造

材料/
部品

CAE設計 3D解析 劣化/ばらつき解析 最適化 連成/連携
鉄損評価 応力劣化評価 減磁評価

分布巻(ｲﾝｻｰﾀ) 集中巻 ｾｸﾞﾒﾝﾄ分布巻(平角線) 耐ｻｰｼﾞ絶縁 押出し樹脂
ｶｼﾒ 分割ｺｱ ﾚｰｻﾞPAC工法 接着積層工法

希土類磁石 高B電磁鋼板/薄板化 圧粉磁心/ｱﾓﾙﾌｧｽ適用 省Dy/ﾎﾞﾝﾄﾞ磁石
IPM DIP-IPM RB/RC-IGBT SiC適用

 
 

図 1.1 用途指向形モータの進歩と要素技術開発の変遷 
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